
環境報告

推進体制

クボタグループ環境マネジメントシステム

環境管理推進体制

　担当役員のもとに環境対策・環境監査などを推進する環境
管理部を本社に設置し、事業所、グループ会社には、環境管
理担当部門を組織して、地球環境・地域環境問題に対応して
います。

推進体制
　全社のリスク管理方針に基づき、クボタグループの環境保全
活動について、環境管理部が環境監査を実施しています。
　2008年度は、環境事故や法令違反などの環境リスクに対す
る管理状況を確認する方針のもと、法令や社内ルールに則った

について重点的に実地監査を行いました。

①水質・大気・騒音関連施設の運用・設備保全
②廃棄物の適正な保管・委託処理
③化学物質の適正な保管・取扱

環境監査

　クボタグループでは、法令遵守に向けて、排出ガス、排水、振
動、騒音等について、事業所ごとに法律や条例の規制値より
更に厳しい自主管理値を設定し、規制値内であっても、自主管
理値を超過した時点で、原因究明と再発防止のための是正措
置を実施しています。しかしながら、2008年度は主な環境上の
不具合として3件の排水規制値の超過と2件の騒音苦情が発
生しました。これらについては、迅速に必要な措置を実施した上
で、再発防止のための改善に取り組んでいます。

法遵守への対応

　環境に配慮した事業活動推進のためには、グループの従業
員一人ひとりの環境問題に対する意識の向上が重要です。環
境問題は、「まず知る」ことが重要であり、当社では階層別教育
で定期的に環境問題への意識喚起を図っています。また、環境
問題への的確な対応のために計画的に専門教育を実施し、能
力向上、資格者充足を図り、環境保全の確実な実践に結び付
けています。
　その他にも外部団体の環境教育への協力や、６月の環境月
間に環境先進企業の取り組み状況を調査するための見学会を
実施しています。２００９年度も、教育の質・量の一層の充実を
図っていきます。

環境関連教育

［監査対象事業所（拠点）数］

本体監査区分 グループ会社

生産事業所

非生産事業所

海外生産事業所

建設工事・営業サービス部門
（廃棄物関係）

全事業所
（10社ー13事業所）

13社ー21事業所

7社ー16拠点

8社ー8事業所

全事業所
（14事業所）

全部門
（7部門ー11拠点）

13事業所

─

［生産事業所の監査項目］

監査項目（大項目） 項目数

①一般関連（法規調査、グリーン購入、グリーン調達等） 12（2）

②水質関連（施設の維持管理、水質測定管理、届出等） 13（4）

③大気関連（施設の維持管理、大気測定管理、届出等） 13（4）

13（2）④騒音関連（施設の維持管理、騒音測定管理、届出等）

22（6）⑤廃棄物関連（分別収集・保管、適正処理、施設の維持管理等）

10（4）⑥温暖化関連（省エネ、温室効果ガス削減等）

7（3）⑦化学物質関連（MSDS管理、化学物質調査、PRTR等）

9（2）⑧緊急時関連（水質・大気関連緊急時対応準備、連絡体制等）

99（27）合　計
（　）内は法令関係の項目数（内数）

経営方針

［循環資源処理フロー］（単位：t/年）

注1：社外中間処理に伴う減量化量、処理後再資源化量、最終処分量は委託先での調査結果です。
注2：流通回収廃棄物372tは除外しています。
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中間処理量
86,779

本社 事業部・事業所・グループ会社

取締役会

社長

環境管理部

事業本部（事業部）

全社リスク管理委員会

環境保全責任者会議

環境管理部担当役員

間接部門

グループ会社

環境管理担当部門

グループ会社

環境管理担当部門

所・工場・事業センター

環境管理担当部門
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報　告

社長・取締役会
リスク管理委員会
環境管理部担当役員

環境保全責任者会議

環境管理状況評価

環境管理状況把握（KEDES）※

環境管理実績報告
大気・水質他環境測定結果
環境会計実績報告
立入検査、苦情報告

改善指示並びに指導

改善対策の指示
改善対策案の検討指導

環境管理支援活動

環境管理技術指導
環境管理システム検討
環境管理教育啓発

環境監査

事業所環境管理システム
・環境パフォーマンス評価

事業計画

環境管理計画策定

環境保全対策の
見直しと実施

環境管理状況の把握と評価

環境対策委員会の開催
環境管理実績の確認と評価
立入検査、苦情報告

環境対策委員会

環境方針、目的・目標設定

事業活動

環境管理活動の推進
公害防止対策の推進
対官庁折衝他

※KEDES：クボタ環境情報管理システム

全社環境基本方針

環境保全中期計画


